
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解
および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 1/2

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

米ドル・インデックス 100.18 0.9 1.6 0.6 ▲ 6.3 ▲ 7.7

米ドル 156.41 1.2 5.4 8.9 1.2 ▲ 0.5

カナダ・ドル 110.93 0.6 4.0 7.0 0.3 1.5

ユーロ 180.12 0.3 4.6 10.6 11.3 10.7

英ポンド 204.86 0.6 3.0 6.2 5.3 4.1

スイス・フラン 193.46 ▲ 0.7 5.5 11.1 11.0 11.7

スウェーデン・クローナ 16.37 0.1 6.2 9.1 17.2 15.2

アイスランド・クローネ 1.225 0.5 1.9 8.7 10.5 8.3

ノルウェー・クローネ 15.25 ▲ 0.4 4.6 8.0 9.3 10.5

デンマーク・クローネ 24.11 0.2 4.5 10.5 11.1 10.5

中国人民元 22.04 1.2 6.7 10.5 3.3 2.2

香港ドル 20.09 1.1 5.8 9.5 1.2 ▲ 0.7

台湾ドル 4.98 0.6 2.4 4.5 4.8 4.1

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.63 0.0 0.3 1.5 ▲ 3.5 ▲ 0.1

シンガポール・ドル 119.62 0.5 3.9 7.3 4.2 3.9

マレーシア・リンギ 37.80 1.0 8.1 12.1 9.3 7.9

タイ・バーツ 4.83 1.3 6.2 9.9 8.4 5.5

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.936 1.1 2.7 6.8 ▲ 3.5 ▲ 3.9

フィリピン・ペソ 2.663 1.7 2.9 3.0 1.5 ▲ 1.1

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.593 1.1 5.6 7.2 ▲ 2.4 ▲ 3.9

インド・ルピー 1.75 0.4 3.1 4.2 ▲ 4.4 ▲ 4.5

オーストラリア・ドル 100.97 ▲ 0.1 6.0 9.2 0.3 3.8

ニュージーランド・ドル 87.79 ▲ 0.0 1.7 2.9 ▲ 3.0 ▲ 0.2

ブラジル・レアル 28.94 ▲ 0.8 6.8 13.7 8.8 13.6

メキシコ・ペソ 8.46 0.1 6.9 14.1 11.8 12.1

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.11 ▲ 0.2 11.5 19.4 16.7 15.0

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 16.65 ▲ 0.0 8.9 9.4 5.0 5.5

ペルー・ヌエボ・ソル 46.18 0.6 10.1 18.2 13.3 9.8

ポーランド・ズロチ 42.49 ▲ 0.0 5.0 10.7 14.0 11.7

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 46.95 0.5 8.1 16.2 19.3 18.7

ルーマニア・レイ 35.38 0.2 3.9 10.2 8.8 8.1

トルコ・リラ 3.68 0.6 1.7 ▲ 0.4 ▲ 17.7 ▲ 16.8

南アフリカ・ランド 9.00 ▲ 0.6 7.5 12.5 5.4 7.8

エジプト・ポンド 3.30 0.7 7.9 14.5 6.0 6.8
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北
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日本国債　注5 303.97 ▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 6.8 ▲ 7.1

先進国(除く日本)国債　注6 1,061.57 ▲ 0.1 1.4 3.6 7.6 8.2

新興国債券　注7 907.50 0.3 2.7 7.9 11.0 11.4

日本国債2年物 0.949 0.013 0.089 0.225 0.370 0.344

日本国債10年物 1.778 0.068 0.168 0.251 0.679 0.677

日本国債20年物 2.798 0.076 0.151 0.241 0.892 0.897

日本国債30年物 3.323 0.100 0.131 0.176 1.031 1.026

米国債2年物 3.510 -0.098 -0.284 -0.510 -0.840 -0.733 

米国債10年物 4.065 -0.084 -0.264 -0.536 -0.358 -0.507 

米国債20年物 4.676 -0.046 -0.222 -0.449 -0.006 -0.184 

米国債30年物 4.713 -0.036 -0.205 -0.381 0.111 -0.070 

ドイツ国債2年物 2.014 -0.022 0.042 0.143 -0.094 -0.068 

ドイツ国債10年物 2.703 -0.017 -0.054 0.057 0.385 0.336

イタリア国債10年物 3.459 -0.014 -0.122 -0.183 -0.112 -0.063 

スペイン国債10年物 3.209 -0.018 -0.136 -0.055 0.166 0.148

東証REIT(配当込み) 5,329.02 ▲ 0.0 5.7 20.1 26.3 26.7

755.14 ▲ 0.5 1.3 5.8 2.4 7.8

909.13 0.9 7.1 15.3 3.9 7.4

香港REIT　注9 587.66 ▲ 13.7 ▲ 12.5 ▲ 6.5 13.1 15.0

オーストラリアREIT　注9 1,302.09 ▲ 0.7 ▲ 8.9 1.7 2.0 5.5

北海ブレント原油先物 62.56 ▲ 2.8 ▲ 7.6 ▲ 3.6 ▲ 15.7 ▲ 16.2

WTI原油先物 58.06 ▲ 3.4 ▲ 8.6 ▲ 5.7 ▲ 17.2 ▲ 19.0

ニューヨーク金先物 4,116.00 0.5 21.7 23.2 52.5 55.9

CRB指数 295.58 ▲ 2.2 ▲ 1.0 ▲ 1.0 2.5 ▲ 0.4

シンガポール鉄鉱石先物 103.95 1.3 2.7 4.1 1.9 3.0

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 10,005.75 ▲ 1.0 1.5 2.8 4.5 6.9

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 400.29 ▲ 0.6 ▲ 7.7 ▲ 4.8 ▲ 4.0 ▲ 7.4

ビットコイン 85,123.35 ▲ 10.4 ▲ 24.3 ▲ 21.4 ▲ 13.2 ▲ 9.2
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

ブラジル　ボベスパ 154,770.10 ▲ 1.9 15.1 12.2 21.9 28.7

メキシコ　IPC 61,877.27 ▲ 0.7 5.5 5.7 23.3 25.0

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 109,641.30 ▲ 2.1 7.8 17.4 28.2 30.4

騰落率（%）
先週末

他
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

世界株価 注1 533.11 ▲ 2.5 3.3 11.8 15.6 16.9

先進国株価 注2 13,590.31 ▲ 2.3 3.0 11.4 14.6 15.8

先進国(除く日本)株価 注3 15,694.62 ▲ 2.2 3.0 11.4 14.1 15.6

新興国株価　注4 726.18 ▲ 3.7 5.9 14.8 25.6 26.5

日経平均株価 48,625.88 ▲ 3.5 14.1 30.4 27.9 21.9

JPX日経インデックス400 29,702.34 ▲ 2.0 7.1 19.9 21.6 17.9

TOPIX (東証株価指数) 3,297.73 ▲ 1.8 7.0 20.7 22.9 18.4

東証プライム市場指数 1,697.97 ▲ 1.9 7.0 20.7 23.0 18.5

東証スタンダード市場指数 1,479.52 ▲ 0.9 ▲ 0.1 13.6 20.4 16.3

東証グロース市場指数 888.86 ▲ 3.7 ▲ 13.0 ▲ 2.8 9.1 7.8

NYﾀﾞｳ 工業株30種 46,245.41 ▲ 1.9 3.3 10.5 5.4 8.7

S&P 500種 6,602.99 ▲ 1.9 3.7 13.0 11.0 12.3

ナスダック総合 22,273.08 ▲ 2.7 5.6 18.0 17.4 15.3

ナスダック100 24,239.57 ▲ 3.1 4.7 15.0 16.9 15.4

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 6,406.43 ▲ 5.9 14.3 33.4 29.1 28.6

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 562.10 ▲ 2.2 0.5 1.5 11.9 10.7

英国　FTSE100 9,539.71 ▲ 1.6 2.5 8.6 17.1 16.7

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 581.91 ▲ 2.9 0.2 1.6 17.9 15.2

ドイツ　DAX 23,091.87 ▲ 3.3 ▲ 4.9 ▲ 4.3 20.6 16.0

中国　CSI300 4,453.61 ▲ 3.8 3.9 13.7 11.6 13.2

中国　上海A株 4,020.79 ▲ 3.9 1.7 13.3 13.8 14.4

中国　深圳A株 2,479.83 ▲ 5.6 0.5 17.9 16.3 21.1

中国　創業板 2,920.08 ▲ 6.2 12.5 41.4 28.9 36.4

香港　ハンセン 25,220.02 ▲ 5.1 0.5 5.8 28.7 25.7

台湾　加権 26,434.94 ▲ 3.5 10.3 21.2 17.2 14.8

韓国　KOSPI 3,853.26 ▲ 3.9 22.6 46.8 55.3 60.6

シンガポール　ST 4,469.14 ▲ 1.7 5.6 15.1 19.5 18.0

マレーシア　FBM KLCI 1,617.57 ▲ 0.5 1.6 4.7 1.8 ▲ 1.5

タイ　SET 1,254.40 ▲ 1.2 0.8 6.3 ▲ 12.9 ▲ 10.4

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 8,414.35 0.5 6.6 17.8 17.8 18.8

フィリピン　総合 5,997.13 7.4 ▲ 4.5 ▲ 5.9 ▲ 12.6 ▲ 8.1

ベトナム　VN 1,654.93 1.2 ▲ 2.0 25.1 34.7 30.6

インド　SENSEX 85,231.92 0.8 3.9 4.5 10.5 9.1

豪州　S&P/ASX200 8,416.50 ▲ 2.5 ▲ 6.7 0.4 1.1 3.2
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2025年11月第4週号 （2025年11月25日発行）

主要指標の動き 2025年11月21日時点（1週間前＝11月14日、3ヵ月前＝8月21日、6ヵ月前＝5月21日、1年前＝2024年11月21日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

11月
17日
（月）

× 日本

7-9月期のGDPは6四半期ぶりのﾏｲﾅｽ成長、中国当局は日本への渡航自粛を促す

7-9月期のGDP速報値が前期比年率▲1.8%と、6四半期ぶりのﾏｲﾅｽとなったが、減少幅は市場
予想より小幅だった。法改正前の駆け込み需要の反動で住宅投資が減少したことや、米関税
政策の影響を受けた輸出の減少が主な押し下げ要因となった。また、高市首相が7日の国会
で、台湾有事は存立危機事態になり得ると述べたことを受け、中国外務省は14日、同国国民に
日本への渡航を当面、控えるよう注意喚起した。17日には、日中関係の悪化懸念を背景にｲﾝ
ﾊﾞｳﾝﾄﾞ関連株が売られ、日本の株式相場が続落した。国債利回りは、高市政権の経済対策の
規模が17兆円を超えて大きくなるとの見方が拡がり、財政悪化懸念から上昇した。

× 中国

eｺﾏｰｽ大手、米国で中国人民軍の作戦を支援した疑いがあると報じられる

英経済紙は、中国のeｺﾏｰｽ(電子商取引)大手が米国で、中国人民軍の作戦に技術支援を行なっ
ている疑いがあると、米ﾎﾜｲﾄﾊｳｽの文書を基に報じた。米中関係や日中関係への懸念などか
ら、中国本土･香港株式が続落した。

× 米国

政府機関閉鎖に伴なって遅れていた指標の発表再開を前に、投資家が慎重姿勢に

11月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製造業景気指数は前月比+8.0ﾎﾟｲﾝﾄの18.7と、市場予想を上回り、2024年
11月以来の高い水準となった。FRB(連邦準備制度理事会)のｼﾞｪﾌｧｰｿﾝ副議長は、ｲﾝﾌﾚ上振れﾘ
ｽｸが低下し、雇用下振れﾘｽｸは高まったが、政策金利が中立水準に近づきつつあるため、追加
利下げには慎重な対応が求められるとの見解を示した。一方、FRBのｳｫﾗｰ理事は、労働市場の
弱さと引き締め的な金融政策が消費に打撃を与えているとして、12月の追加利下げを支持す
る考えを示した。半導体大手の8-10月期決算の発表や、9月の雇用統計などの指標発表の再
開を前に投資家の慎重姿勢が拡がり、欧米の株式相場が続落した。米国では、ﾊｲﾃｸ株への売り
が続いたほか、主要暗号資産(仮想通貨)も売られた。欧米の国債利回りは総じて小幅に低下し
た。外国為替市場ではﾄﾞﾙが買われ、円相場は1ﾄﾞﾙ＝155円台に下落した。

18日
（火）

× ｱｼﾞｱ

前日の米株安の影響などから、ﾊｲﾃｸ株が売られる

前日の米株安を受け、日本や台湾、韓国の株式相場がﾊｲﾃｸ株を中心に大きく下落するなど、ｱ
ｼﾞｱでも株安となった。日本では、日中関係の悪化懸念から、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ関連銘柄も引き続き売
られた。また、財政支出拡大への警戒感が拡がり、国債利回りが上昇した。

× 米国

IT大手や金融大手の幹部、AI投資やAI関連銘柄の過熱に懸念を示す

新規失業保険申請件数の発表が再開され、10月18日までの週では23.2万件だった。政府機関
が閉鎖された関係で、同週以前の3週のﾃﾞｰﾀは公表されなかった。民間調査の集計では、11月
1日までの4週間の雇用者数が週平均▲2.5万人と、前週までの4週間に続く減少となったが、
減少幅は縮まった。また、IT大手のﾄｯﾌﾟが、AI(人工知能)投資の波は驚異的としつつも、市場に
は不合理な要素があるとの見方を示したほか、金融大手の幹部も、AI関連銘柄の株価ﾊﾞﾘｭｴｰ
ｼｮﾝは見直されるべきであり、それが現実となれば、株式市場全体に調整が及ぶとの見解を示
した。欧州株式が続落したほか、米国株式もﾊｲﾃｸ株を中心に続落した。国債利回りは、欧州で
はﾏﾁﾏﾁだったが、米国では低下した。また、米国が対露制裁を強化するとの観測が強まり、原
油先物が買われた。

19日
（水）

△ 日本

経済対策の規模が20兆円を超える見込みと報じられる

前日の米株式相場の流れを受けて半導体関連株が売られたことなどから、株式相場が続落し
た。また、政府の経済対策の規模が、大型減税を合わせて20兆円を超える見通しと報じられた
ことなどから、国債利回りが上昇した。

△ 米国

FOMC議事要旨、多くの参加者が年内は政策金利の据え置きが適切と主張

10月のFOMC(連邦公開市場委員会)の議事要旨が公表され、幾人かの参加者は12月の会合
での利下げは十分適切との見解を示した一方、多くの参加者が年内は政策金利の据え置きが
適切と主張したことなどが明らかとなった。また、労働統計局は、政府機関閉鎖 (右上に続く）

今週の主な注目点
米国では、11月の消費者信頼感指数や9月の小売売上高が25日に発表されるほか、27日が感謝祭の祝日で、金
融市場は休場となる。ﾕｰﾛ圏では10月のECB(欧州中央銀行)政策理事会の議事要旨が27日に公表される。中国
では11月のPMIが30日に発表される。

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

(左下より続く) の影響で、10月の雇用統計を発表しないと明らかにした。欧州では、米半導体
大手の8-10月期決算発表を前に投資家の慎重姿勢が続き、株式相場はﾏﾁﾏﾁとなった。米株式

相場は、神経質な展開となったが、引けにかけてﾊｲﾃｸ株が買われたことなどから、反発した。
国債利回りは、予算案の発表が控える英国では上昇したが、ﾕｰﾛ圏ではﾏﾁﾏﾁとなった。米国で
は、12月の利下げが見送られるとの観測が強まり、上昇した。外国為替市場では、植田日銀総

裁らと会談した片山財務相が、為替について具体的な話は出なかったと述べたことなどから、
円買い介入が入るとの観測が後退したこともあり、円相場が157円台に下落した。また、米政

府が、ﾛｼｱとｳｸﾗｲﾅの紛争終結に向け、ｳｸﾗｲﾅに譲歩を迫る内容の和平案を受け入れるよう求め
たと報じられたことを受け、原油先物が売られた。

20日
（木）

○ ｱｼﾞｱ

米半導体大手、8-10月期業績、11-1月期売上高見通しが市場予想を上回る

米半導体大手が19日の金融市場の引け後に発表した、8-10月期の業績および11-1月期の売
上高見通しが市場予想を上回った。同社株は、時間外取引で4%程度上昇した。20日のｱｼﾞｱで
は、AI関連などのﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株が買われ、日本や台湾、韓国の株式相場が大きく上昇した。なお、
日本では、国債利回りの上昇が続き、一時、新発10年債で1.835%と、2008年6月以来の高水
準となったほか、新発の30年債および40年債では過去最高となった。

△ 米国

失業率が約4年ぶりの水準に上昇

9月の非農業部門雇用者数は前月比+11.9万人と、市場予想を上回ったが、前月の実績が
▲0.4万人に下方修正されたほか、失業率は4.4%と、横ばいとの予想を上回り、2021年10月
以来の高い水準となった。平均賃金は前年同月比+3.8%だった。10月の中古住宅販売件数は
前月比+1.2%の年率410万戸と、予想をやや上回り、2月以来の高い水準となった。また、FRB

のﾊﾞｰ理事や、ｸﾘｰﾌﾞﾗﾝﾄﾞおよびｼｶｺﾞの地区連銀総裁から、追加利下げに慎重な発言が相次い
だ。欧州では、前日の米半導体大手の決算発表が好感され、株式相場が上昇したほか、国債利
回りも総じて上昇した。米国でも、前日の半導体大手の決算が好感され、株式市場ではﾊｲﾃｸ株
を中心に買いが先行したが、その後、一転して主要ﾊｲﾃｸ株が急落したことなどから、相場は引
けでは反落した。国債利回りは、失業率の上昇を受け、12月の利下げ観測がやや強まったこと
や株安などを背景に低下した。外国為替市場では、円相場が一時、157円90銭前後と、1月半
ば以来の円安･ﾄﾞﾙ高水準となったほか、対ﾕｰﾛでも一時、182円前後と、1999年のﾕｰﾛ導入以
降の最安値を更新した。

21日
（金）

△ 日本

総合経済対策は21.3兆円規模に

21.3兆円規模の総合経済対策が閣議決定された。また、円安を受け、片山財務相が、必要に応
じて適切な対応をとると述べ、為替介入も考えられるとした。株式相場は、前日の米株安の影
響などから、AI・半導体関連株を中心に反落した。円相場は、介入への警戒感や持ち高調整の
円買いなどを背景に、156円台に反発した。国債利回りは、総合経済対策の閣議決定で目先の
材料が出尽くしたほか、利回り水準の高さに着目した買いが入ったこともあり、低下した。な
お、中国本土や香港、台湾、韓国の株式相場もAI・ﾊｲﾃｸ関連銘柄を中心に大幅安となった。

○ 欧米

ﾆｭｰﾖｰｸ連銀総裁の発言を受け、米利下げ観測が強まる

ﾕｰﾛ圏のPMI(購買担当者指数)速報値は、製造業で好･不調の境目の50.0を2ヵ月ぶりに下回っ
たが、ｻｰﾋﾞｽ業では1年半ぶりの高い水準となり、総合ﾍﾞｰｽで前月比▲0.1ﾎﾟｲﾝﾄの52.4となっ
た。米国では、ﾎﾞｽﾄﾝやﾀﾞﾗｽの地区連銀総裁は利下げに慎重な発言をしたが、ﾆｭｰﾖｰｸ連銀総裁
が、雇用の下振れﾘｽｸが高まっているとして、追加利下げの余地があるとの見解を示すと、利
下げ観測が強まった。欧米の国債利回りは低下した。株式相場は、欧州ではﾏﾁﾏﾁとなったが、
米国では利下げ観測が強まったことを背景に反発した。また、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領がｳｸﾗｲﾅに27日
までに和平案を受け入れるよう求めたと伝わり、同案が成立すれば、ﾛｼｱの原油輸出が拡大す
るとの憶測から、原油先物が売られた。
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